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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４ 第91期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号 平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第91期

第２四半期 
連結累計期間

第92期
第２四半期 
連結累計期間

第91期

会計期間
自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日

自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日

売上高 (百万円) 12,810 12,158 26,867 

経常利益 (百万円) 1,350 392 2,712 

四半期(当期)純利益 (百万円) 864 205 1,648 

四半期包括利益又は 
包括利益 

(百万円) △248 △499 1,201 

純資産額 (百万円) 31,632 31,908 32,737 

総資産額 (百万円) 45,140 48,621 47,656 

１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) 21.01 5.00 40.08 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 70.1 65.6 68.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,976 982 5,483 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,787 △3,940 △8,878

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4,063 2,659 4,109 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 3,586 1,803 2,105 

回次
第91期

第２四半期 
連結会計期間

第92期
第２四半期 
連結会計期間

会計期間
自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日

自 平成23年７月１日
至 平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益
又は四半期純損失(△) 

(円) 7.66 △2.00
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当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

該当事項はありません。 

  

(1)経営成績の分析 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による悪化から持ち直しの動きは続

いたものの、欧州の債務危機が海外経済の減速、急激な円高の進行をもたらし、需要面での牽引役であ

る輸出の増勢鈍化につれて、生産の増勢も鈍化するなど厳しい状況のもとで推移いたしました。 

このような状況のもと、当社グループ(当社及び連結子会社)では、原燃料や補助材料などの価格アッ

プによる原価上昇を吸収するよう、コストの削減に全社一丸となって取り組んでまいりました。 

しかしながら、主要製品においては、震災後の需要の回復が遅れており、円高による販売価格の下落

とも相まって、当第２四半期連結累計期間の売上高は、121億５千８百万円となり、前年同四半期に比

べ5.1％の減収となりました。 

また、損益面に関しましても、主要製品の販売価格下落と円高の影響により、営業利益は３億９千２

百万円、経常利益は３億９千２百万円と、前年同四半期に比べ、それぞれ72.7％および71.0％の減益と

なりました。 

また、四半期純利益は、前年同四半期のような特別利益の発生がなかったことから、２億５百万円と

なり、前年同四半期よりも、76.2％の減益となりました。 

なお、製品別の売上状況については、次の通りであります。 

・人造黒鉛電極につきましては、主に市況回復遅れと販売価格の下落および円高の影響から、47億１

千２百万円となり、前年同四半期に比べ7.3％の減収となりました。 

・アルミニウム製錬用炭素製品も、円高による影響から、売上高は44億９千万円になり、前年同四半

期に比べ9.5％の減収となりました。 

・特殊炭素製品につきましては、非鉄金属関連部材の好況により、売上高は15億３千８百万円とな

り、前年同四半期に比べ26.4％の増収となりました。 

・粉体及びその他炭素製品につきましては、リチウムイオン二次電池関係が需要家の在庫調整などの

影響により、売上高は14億１千６百万円となり、前年同四半期に比べ8.5％の減収となりました。 

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2)財政状態の分析 

総資産は、前連結会計年度末と比較して９億６千４百万円増加して、486億２千１百万円となりまし

た。主な増加は、設備投資による有形固定資産合計の増加25億６千４百万円および商品及び製品の増加

５億５千１百万円であり、主な減少は、所有株式時価の下落による投資有価証券の減少12億２千２百万

円および受取手形及び売掛金の減少７億７千２百万円です。 

負債は、前連結会計年度末と比較して17億９千３百万円増加して、167億１千３百万円となりまし

た。主な増加は、短期借入金の増加30億円であり、主な減少は、投資有価証券の時価下落等による繰延

税金負債の減少４億８千２百万円、未払法人税等の減少４億２千５百万円および設備投資に伴う未払金

の減少等による流動負債その他の減少３億５千１百万円です。 

少数株主持分を含めた純資産は、前連結会計年度末と比較して８億２千８百万円減少して、319億８

百万円となりました。主な減少は、その他有価証券評価差額金の減少７億４百万円です。  

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の68.7％から65.6％となりました。 

  

(3)キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは９億８千２百万円の収入超

過、投資活動によるキャッシュ・フローは39億４千万円の支出超過、財務活動によるキャッシュ・フロ

ーは26億５千９百万円の収入超過となりました。以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における現

金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ３億１百万円減少(14.3％減)し、18億３百万円となりま

した。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

税金等調整前四半期純利益３億３千６百万円に、減価償却費11億７千万円、売上債権の減少額７億７

千２百万円等を加算し、たな卸資産の増加額７億４千７百万円、法人税等の支払額５億５千６百万円等

を減算した結果、９億８千２百万円の資金の増加(対前年同四半期比67.0％減)となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

有形固定資産の取得に38億３千万円を支出したこと等により、39億４千万円の資金の減少(対前年同

四半期比17.7％減)となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

配当金に３億２千９百万円を支出しましたが、短期借入金が30億円増加したこと等により、26億５千

９百万円の資金の増加(対前年同四半期比34.6％減)となりました。 

  

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5)研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は66百万円であります。 

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 155,708,000 

計 155,708,000 

種類
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成23年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,388,682 41,388,682 
大阪証券取引所
(市場第二部)

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら限
定のない当社における
標準となる株式。 
なお、単元株式数は
1,000株であります。 

計 41,388,682 41,388,682 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(百万円)

資本金残高
  

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年７月１日 
～ 

平成23年９月30日
― 41,388,682 ― 5,913 ― 4,705 
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(6) 【大株主の状況】 

平成23年９月30日現在 

 
  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成23年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権５個)含まれ

ております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式44株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大谷製鉄株式会社 富山県射水市奈呉の江８－４ 8,937 21.59 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－３－１ 3,922 9.47 

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１－８－11 2,237 5.40 

新日鉄エンジニアリング株式会社 東京都品川区大崎１－５－１ 1,672 4.04 

財団法人大谷教育文化振興財団 兵庫県西宮市川西町13－10 1,659 4.00 

大同生命保険株式会社 
(常任代理人 日本トラスティ・サー
ビス信託銀行株式会社) 

大阪府大阪市西区江戸堀１－２－１
(東京都中央区晴海１－８－11) 

1,293 3.12 

大 谷  民 明 兵庫県神戸市東灘区 1,200 2.89 

大 谷  勇 兵庫県西宮市 1,200 2.89 

大 谷  智 代 兵庫県西宮市 1,165 2.81 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,066 2.57 

計 ― 24,352 58.83 

区分 株式数(株) 議決権の数(個） 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

 
普通株式 283,000

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
 
普通株式 40,894,000 40,894 同上 

単元未満株式 
 
普通株式 211,682 ― 同上 

発行済株式総数 41,388,682 ― ― 

総株主の議決権 ― 40,894 ― 
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② 【自己株式等】 

 
  

該当事項はありません。 

  

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
ＳＥＣカーボン株式会社 

兵庫県尼崎市潮江一丁目
２番６号 
尼崎フロントビル６階 

283,000 ― 283,000 0.68 

計 ― 283,000 ― 283,000 0.68 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１

日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており

ます。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,165 1,913

受取手形及び売掛金 7,267 6,495

商品及び製品 1,783 2,335

仕掛品 7,159 7,281

原材料及び貯蔵品 1,156 1,230

その他 501 525

貸倒引当金 △15 △13

流動資産合計 20,020 19,769

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,231 5,243

機械装置及び運搬具（純額） 5,217 10,079

土地 1,300 1,300

建設仮勘定 11,312 6,962

その他（純額） 180 220

有形固定資産合計 21,242 23,806

無形固定資産 94 87

投資その他の資産   

投資有価証券 6,087 4,864

その他 223 108

貸倒引当金 △10 △14

投資その他の資産合計 6,300 4,958

固定資産合計 27,636 28,852

資産合計 47,656 48,621
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,574 2,634

短期借入金 1,900 4,900

未払法人税等 580 155

賞与引当金 257 262

その他 2,065 1,713

流動負債合計 7,377 9,665

固定負債   

長期借入金 5,000 5,000

繰延税金負債 839 357

退職給付引当金 1,318 1,318

環境対策引当金 329 299

その他 54 72

固定負債合計 7,542 7,047

負債合計 14,919 16,713

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,913 5,913

資本剰余金 5,247 5,247

利益剰余金 19,571 19,448

自己株式 △153 △153

株主資本合計 30,579 30,456

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,152 1,447

その他の包括利益累計額合計 2,152 1,447

少数株主持分 4 4

純資産合計 32,737 31,908

負債純資産合計 47,656 48,621
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 12,810 12,158

売上原価 9,804 10,209

売上総利益 3,006 1,949

販売費及び一般管理費 ※  1,569 ※  1,556

営業利益 1,437 392

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 56 53

不動産賃貸料 52 49

保険解約返戻金 － 54

雑収入 36 51

営業外収益合計 145 210

営業外費用   

支払利息 8 14

不動産賃貸原価 12 9

為替差損 208 182

雑支出 3 4

営業外費用合計 231 210

経常利益 1,350 392

特別利益   

貸倒引当金戻入額 3 －

固定資産売却益 20 －

環境対策引当金戻入額 77 －

特別利益合計 101 －

特別損失   

固定資産除却損 23 11

投資有価証券評価損 － 44

特別損失合計 23 56

税金等調整前四半期純利益 1,428 336

法人税等 564 130

少数株主損益調整前四半期純利益 864 205

少数株主利益 0 0

四半期純利益 864 205
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 864 205

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,112 △704

その他の包括利益合計 △1,112 △704

四半期包括利益 △248 △499

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △248 △499

少数株主に係る四半期包括利益 0 0
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,428 336

減価償却費 1,230 1,170

投資有価証券評価損益（△は益） － 44

環境対策引当金の増減額（△は減少） △79 △30

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4 △0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 1

賞与引当金の増減額（△は減少） 32 5

受取利息及び受取配当金 △56 △54

支払利息 8 14

為替差損益（△は益） △33 3

固定資産売却損益（△は益） △20 －

固定資産除却損 23 11

売上債権の増減額（△は増加） 1,685 772

たな卸資産の増減額（△は増加） 577 △747

仕入債務の増減額（△は減少） △90 59

未払消費税等の増減額（△は減少） △243 △0

未収消費税等の増減額（△は増加） 0 71

その他 △259 △158

小計 4,198 1,498

利息及び配当金の受取額 56 54

利息の支払額 △8 △13

法人税等の支払額 △1,270 △556

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,976 982

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △70

定期預金の払戻による収入 － 20

有形固定資産の取得による支出 △4,765 △3,830

無形固定資産の取得による支出 △18 △8

固定資産の売却による収入 21 －

投資有価証券の取得による支出 △14 △9

その他 △10 △42

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,787 △3,940

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △600 3,000

長期借入れによる収入 5,000 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △328 △329

リース債務の返済による支出 △7 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,063 2,659

現金及び現金同等物に係る換算差額 33 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,285 △301

現金及び現金同等物の期首残高 1,300 2,105

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  3,586 ※  1,803
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結損益計算書関係) 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日)

 (税金費用の計算) 

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日)を適用しております。 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

 

 

荷造費、運賃 
及び保管料 

516百万円
 

販売手数料 328 

給料、諸手当 
(役員報酬含む) 

226 

賞与引当金繰入額 55 

退職給付費用 11 

研究開発費 61 
 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

   

 

荷造費、運賃
及び保管料 

544百万円

販売手数料 316 

給料、諸手当
(役員報酬含む) 

234 

賞与引当金繰入額 50 

環境対策引当金繰入額 
(△は戻入額) 

△30 

退職給付費用 10 

研究開発費 66 
 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成22年９月30日現在) 

 

現金及び預金勘定 3,586百万円

現金及び現金同等物 3,586百万円
 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成23年９月30日現在) 

 

現金及び預金勘定 1,913百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △110 

現金及び現金同等物 1,803百万円
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(株主資本等関係) 

前第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日) 

  

１ 配当金支払額 

  

 
  

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

  

 

  
当第２四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日) 

  

１ 配当金支払額 

  

 
  

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

  

 
  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累

計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日) 

  

当社及び連結子会社は、炭素製品の製造・販売を主な事業とする単一セグメントであるため、記載

を省略しております。 

  

(金融商品関係) 

記載すべき事項はありません。 

  

(有価証券関係) 

記載すべき事項はありません。 

  

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月14日 
取締役会 

普通株式 329 8 平成22年３月31日 平成22年６月14日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月12日 
取締役会 

普通株式 329 8 平成22年９月30日 平成22年12月６日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月13日 
取締役会 

普通株式 328 8 平成23年３月31日 平成23年６月13日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月11日 
取締役会 

普通株式 205 5 平成23年９月30日 平成23年12月５日 利益剰余金
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(デリバティブ取引関係) 

記載すべき事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

第92期(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)中間配当については、平成23年11月11日開催の

取締役会において、平成23年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり

中間配当を行うことを決議いたしました。 

 
  

項目 (自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

 １株当たり四半期純利益 21.01円 5.00円

 (算定上の基礎) 

 四半期純利益(百万円) 864 205 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

 普通株式に係る四半期純利益(百万円) 864 205 

 普通株式の期中平均株式数(千株) 41,141 41,105 

２ 【その他】

① 配当金の総額 205百万円

② １株当たりの金額 5円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成23年12月5日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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Ｓ Ｅ Ｃ カ ー ボ ン 株 式 会 社 

   

 
  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ＳＥＣカーボン株式会社の平成23年４月1日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会

計期間（平成23年７月1日から平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月1日から

平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＳＥＣカーボン株式会社及び連結子会社の

平成23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成23年11月８日

取 締 役 会  御 中 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ 

指定有限責任社員

業務執行社員   公認会計士  仲  尾  彰  記   印

指定有限責任社員

業務執行社員   公認会計士  西  方    実   印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 

  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年11月11日 

【会社名】 ＳＥＣカーボン株式会社 

【英訳名】 SEC CARBON,LIMITED 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  大 谷 民 明 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 兵庫県尼崎市潮江一丁目２番６号尼崎フロントビル６階 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



当社取締役社長大谷民明は、当社の第92期第２四半期(自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日)

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




